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 【 費用の予定額 】

～

平成２３年度補助金等評価調書（現行補助金用）
平成23年5月20日現在

整理
番号

804
補助金
等名

自治会等交付金
作成
部署

市民環境部　市民課
電
話

内線７００

事務
区分

■自治事務 交付開始年度 Ｓ４７年 根拠法
令等

北広島市自治会等交付金交付要綱、同交付金取扱要領
□法定受託事務 交付終了予定年度

補助金等の概要

　地域コミュニティの醸成を図り、活動を支援するため、自治会に対して、一世帯あたり４００円で計算
した運営費を交付する。（防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律施行規則で定められた加
重等価継続感覚騒音基準値が80以上の区域の自治会にあっては、1世帯あたり６００円で計算す
る。）また、連合自治会には、構成する自治会の総世帯数に１００円を乗じた額を交付する。
　なお、自治会が設立されたときには、事務費として1万円を交付する。

上位施策との関
連
（総合計画での
  位置付け）

章 　計画の実現に向けて 6 章）

節 　市民参加・協働の推進 1 節）

施策 　地域コミュニティの醸成 4

（単位：千円）

区　　　　　　　分 22年度決算額 23年度予算額
24年度以降予定額

24 年度 毎年度

交付金額

国支出金
道支出金
地方債

合　計 9,852 10,100 10,100

 法律・北海道条令等で実施が義務付けられている事務事業か □有　　　　□無

その他特財
一般財源 9,852 10,100 10,100

評　　　価

チェック項目 採点 選択理由、説明等

公
益
性

次の項目のいずれかに該当していること
(1)住民自治の向上、市民の福祉・健康増進が図られるもの
(2)市民の安全で安心な生活に寄与するもの
(3)市民の教育、文化、スポーツの振興に寄与するもの
(4)地域の経済、産業の振興、雇用の促進に寄与するもの
(5)市の施策として推進する事業を団体又は個人に対し積極
的に奨励しようとするもの

4 　自治会に援助をする事によって、地域コミュニティ
が醸成され、種々の防犯活動や文化活動が積極的
に行われることとなり、住民自治の向上に加え、安全
で安心な生活や教育、文化、スポーツ等の地域イベ
ントの振興に寄与することから、(1)・(2)・(3)に該当す
る。

×３＝

12

効
果
性

(1)効果が広く市民にいきわたり、特定の者のみの利益に供す
ることのないもの

4
　自治会の構成世帯数に応じて交付金を決定してい
ることから、利益が特定の個人や団体に偏ることは
ない。
　また、月２回の市政案内の回覧など協力事務を依
頼しており、数値化は困難であるが費用対効果は高
い。

(2)補助金等の交付に対して費用対効果が認められる 4

必
要
性

(1)事業活動の目的や内容等が社会経済情勢に合致している 4
　昨今行政と市民の協働が進んでおり、自治会はコ
ミュニティ醸成の基礎的組織であり、行政と協働して
公益活動を行うパートナーであることから、自治会を
援助することは、社会経済情勢に合致しており、また
必要であると考えられる。

(2)行政と市民の役割分担の中で、真に補助すべき事業・活動
である

4

採点区分
　　５点　大いに認められる　　　　　４点　認められる　　　　　３点　やや認められる
　　２点　あまり認められない　　　　１点　認められない

適
格
性

個人に対する補助金等は(1)及び(2)の項目について採点し、
団体等に対する補助金等は全項目について採点する。
(1)支出手続が、法令、条例、規則、要綱等に基づいていること
(2)支出目的、範囲が法令の規定に抵触していないこと
(3)団体等の会計処理及び補助金等の使途が適切であること
(4)団体等において適正な監査機能を有していること
(5)団体等の事業活動の内容と補助の目的との整合がとれて
いること

5

(1)北広島市自治会等交付金交付要綱、要領に基づいて交
付されている。
(2)支出目的・範囲は自治会活動を行っている町内会・自治
会に限られている。
(3)自治会の会計内に繰り込まれる形であるため、会計処理
及び使途は適切である。
(4)各団体には決算書の提出を義務付けており、監査機能は
適切である。
(5)各団体には事業報告書の提出を義務付けており、整合が
取れていると考えられる。

採点合計 33 点
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【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 自治会等交付金

交付先の名称
及び代表者名

北の里第１町内会　会長　三上　弘　ほか１６１団体 設立年 昭和４７年

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

計画事業番号 ８０４－２ ＜継続用＞

事務局の状況
（22年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（22年度）

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当 □運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 自治会、町内会、連合町内会等の交付申請団体約１６２団体 （23年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

地域住民相互の連絡、環境の整備等良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を
行う。

 交付先団体等の
 活動内容

　保健衛生、福祉、防犯、防火、環境整備、青少年育成、交通安全、文化活動、連絡調整その他
地域発展のための共同福利事業。
　
市の機関が行う各種調査、通知等の配布、周知、協力、連絡調整等の市政協力業務。

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

区　　　　分 ２１年度 (決算) ２２年度 (決算) ２３年度 (予算)

　②自治会等設立交付金 (10)

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 9,826 9,852 10,100

　①自治会等運営費交付金 (8,159) (8,182) (8,360)

　③連合自治会等運営費交付金 (1,667) (1,660) (1,740)

自治会等会費ほか

収　入　合　計 （Ｂ） 9,826 9,852 10,100

支　　出

交付対象経費に係る活動 9,826 9,852 10,100

自治会等共同福利事業

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

100 100 100

支　出　合　計 （Ｃ） 9,826 9,852 10,100

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

支出全項目 支出全項目 支出全項目

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 9,826 9,852 10,100

補助・交付金の算出根拠

北広島市自治会等交付金交付要綱、同交付金取扱要領に基づき、自治会･町内会に
対して、一世帯あたり４００円交付（輪厚地区は６００円）。連合自治会は、構
成する自治会の総世帯数に１００円を乗じた額を交付。自治会が設立されたとき
には、事務費として1万円を交付する。

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 100 100 100



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

(第

(第

(施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価コメント・評価結果】

現状継続 　町内会活動を支えるため現状継続とする。

前 年 度
２次評価

― ―

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

１ 次 評 価 現状継続

　地域に住んでいる方々が親睦を深めながら、住民同士のつながりや助け合いを大切に
し、住みよい地域づくりのため自主的に様々な活動を行っている。その活動経費に対し助
成することは、地域コミュニティの醸成の一助となっている。
　また、月に２回、市役所から市民に対する周知文書の回覧業務を自治会、町内会が担っ
ており、助成の継続は必要である。

２ 次 評 価

※計画

自治会等への助成
連合町内会への助成
市自治連合会への助成

自治会等交付金
8,192千円
地区連合町内会交付金
1,660千円
市自治連合会交付金
55千円

自治会等への助成
連合町内会への助成
市自治連合会への助成

自治会等への助成
連合町内会への助成
市自治連合会への助成

自治会等への助成
連合町内会への助成
市自治連合会への助成

計画 実績 ※計画 ※計画

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画については、推進計画の計画内容を記入してください。）

総合判定 平成24年度に向けた具体的な方向性
評価区分

３ 目的と内容

　町内会、自治会等の活動経費の一部を助成し、地域コミュニティの醸成を図る。
　自治連合会を充実、活性化することにより、生きがいのある明るく住みよいまちづくりの推進を図るとともに、地域社
会の維持及び形成に資する地域的な共同活動や市が行う各種調査等の連絡調整などが円滑に行われることを目的
としている。

１ 総合計画体系

6 章） 計画の実現に向けて

1 節）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

　自治会に対して、一世帯あたり４００円を運営費として交付。（防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律施
行規則で定められた加重等価継続感覚騒音基準値が80以上の区域の自治会にあっては、1世帯あたり６００円で計
算する。）
　また、連合自治会には、構成する自治会の総世帯数に１００円を乗じた額を交付。
　なお、自治会が設立されたときには、事務費として1万円を交付する。

2
3
年
度

①自治会、町内会交付金　8,360千円
（対象：北の里第１町内会ほか168団体　1世帯あたり400円交付（防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律
施行規則で定められた加重等価継続感覚騒音基準値が80以上の区域の自治会にあっては、1世帯あたり600円で計
算）
②地区連合町内会交付金　1,740千円
（対象：地区連町12団体　構成する自治会に1世帯あたり100円交付）
③北広島市自治連合会交付金　70千円（定額）

市民参加・協働の推進

4 地域コミュニティの醸成

補助単独区分 単独 新規継続区分 継続

２ 対　　象 　町内会・自治会及び市内１２連合自治会

ソフト・ハード区分 ソフト事業 会計区分 一般

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

804 事務事業名 地域コミュニティ推進事業

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等
　北広島市自治会等交付金交付要綱、北広島市自治会等交付金取扱要領、
北広島市自治会連合会交付要領

事務事業開始年度 昭和４７年

担当部署 市民環境部　市民課 電話 内線700

個別計画等〃  終了予定年度



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

3
　地域住民相互の連絡、環境の整備等良好な地域社会の維持
及び形成に資する地域的な共同活動を行うという目的に対して
交付金を交付することは有効性があると考えられる。

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □　法律の義務付けあり ■　法律の義務付けなし

81 82 83

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

3
　自治会の構成世帯数に応じて交付金を決定していることから、
利益が特定の個人や団体に偏っていないと言える。

チ ェ ッ ク 項 目 評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3
　自治会はコミュニティ醸成の基礎的組織であり、行政と協働し
て公益活動を行うパートナーであることから、支援を継続する必
要性がある。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3
　単身者など自治会に加入していない世帯は若干あるが、自治
会及び連合自治会の組織率・加入率は近隣の自治体よりも高く
成果は上がっている。

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

80 8080 80

80

【連合自治会加入自治会数/総自治会数】 実績値 80.8

【自治会加入世帯数/総世帯数】 実績値 76.4成
果
指
標

自治会加入率 目標値
％

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

連合自治会組織率 目標値
％

実績値

目標値 千
円

70 70 70 70

実績値 55

③自治連合会交付金

10,170

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

8,360 8,360 8,360 8,360

活
動
指
標

①自治会等交付金 目標値 千
円実績値

②地区連合自治会等交付金 1,740 1,740 1,740

④ 目標値

1,740

8,192

平成２４年度 平成２５年度

総事業費①＋④ 13,057 10,170 10,170

目標値 千
円実績値 1,660

10,170

一般財源 9,907 10,170 10,170 10,170

10,170

人　件　費

② 人　数（年間） 0.35

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ④ ＝②×③ 3,150 0 0 0

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

国支出金

道支出金

地方債

その他特財

 ① 合　計 9,907 10,170

決算額、当初予算額又は推進計画額 9,907 10,170 10,170

（単位：千円）

平成２２年度 平成２３年度

10,170

平成２４年度 平成２５年度
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